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このような状況の中，2016 年 6 月 23 日の国民投票を経て，英国の EU離脱
が決まり，同国時間 2020 年 1 月 31 日 23：00（中央ヨーロッパ時間では 2020
年 2 月 1 日 0：00）に EUから離脱した。但し，「EU及び欧州原子力共同体か
らの連合王国の離脱に関する合意」6（以下，「離脱合意」とする）によって一定
の移行のための期間が設定され，その期間終了前までは EU離脱後も EU法が
3　"Regulation (EC) No 864/2007 of the European Parliament and of the Council of 11 July 
2007 on the law applicable to non-contractual obligations"




6　"Agreement on the withdrawal of the United Kingdom of Great Britain and Northern 
Ireland from the European Union and the European Atomic Energy Community"
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英国で妥当することとされた。そして，この期間は，履行期間（Implementation 
Period）と呼ばれ，その満了（completion）は，英国時間 2020 年 12 月 31 日
23：00（中央ヨーロッパ時間では 2021 年 1 月 1 日 0：00）とされた。この時
点は "IP completion day"との名称として「EU離脱に伴う管轄，判決，準拠



















討がなされた「契約債務の準拠法に関する 2008 年 6 月 17 日欧州議会及び理事
7　"The Jurisdiction, Judgments and Applicable Law (Amendment) (EU Exit) Regulations 
2020"
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条に従い 2017 年 3 月 29 日に英国から脱退の通知を受けた後，「英国の離脱と








8　"Regulation (EC) No 593/2008 of the European Parliament and of the Council of 17 June 
2008 on the law applicable to contractual obligations"
9　"Withdrawal of the United Kingdom and EU Rules in the Field of Civil Justice and 
Private International Law"
10　その後の通知については，松澤幸太郎「英国の欧州連合 (EU)離脱に係る EU 発出の ス
テークホルダー向け注意喚起の概要」筑波法政75号 (2018)15頁以下。
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その後，上記通知を置き換える 2019 年 1 月 18 日付け通知が出され 11，その




を統合改訂した，2020 年 8 月 27 日付け通知が出された。
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して，2005 年ハーグ管轄合意条約（2020 年 9 月 28 日加入），2007 年ハーグ扶
養料回収条約（2019 年 1 月 2 日加入），がある 14。これらの条約は，「2020 年国
際私法（合意履行）法」15 に基づき，「1982 年民事管轄及び判決法」16 が改正さ
れたことで，EU法ではなく，英国法の一部として適用されることとなった 17。










15　"Private International Law (Implementation of Agreements) Act 2020"
16　"Civil Jurisdiction and Judgments Act 1982"
17　Paul Beaumont, Some reflections on the way ahead for UK private international law 
after Brexit, Journal of Private International Law, Vol. 17(1) 2021, p.3.
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式な通知は 2021 年 7 月 1 日にされている 21。ゆえに，EUの方針が転換されな
い限りは，英国の同条約への加入は実現されないこととなった。
18　"Council Regulation (EC) No 44/2001 of 22 December 2000 on jurisdiction and the 
















この点についての英国の意思は，2017 年 8 月に出された「国境を越えた民事







その後，2018 年 6 月 28 日に英国国内法としての，「EU（離脱）法」23 が制
定された。同法は，EU規則の離脱後の保持について 3条に規定する。元来，
EU規則のような国内法化されてない法が英国で効力を有していたのは，国内
法の「1972 年 EC法」24 2 条 1 項に基づいていた。つまり，現在の EU機能条
約 25 288 条が EU規則について，EU「規則は一般的に適用される。それは完
全性をもって拘束力があり，すべての加盟国に直接適用される。」と規定して




22　"Providing a cross-border civil judicial cooperation framework", available at, <https://
assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/
file/639271/Providing_a_cross-border_civil_judicial_cooperation_framework.pdf>
23　"European Union (Withdrawal) Act 2018"
24　"European Communities Act 1972"
25　"Treaty on the Functioning of the European Union"
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EU（離脱）法 8条 1項は，大臣（Minister of the Crown）は，国内法化す
る EU法に生じる不具合や欠陥などの予防，救済，または緩和のために適切
であると考えられる規定を，規則内に設けることができる，と規定し，同法別
表 7第 3章パラグラフ 21（b）は，同法に基づいて規則を制定するための権限
について，「補足的，付随的，結果的，暫定的，一時的，補完的な規定を作成
する権限が含まれる（保持されている EU法をより明確またはよりアクセスし
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2020 年 EU離脱規則において，国内法化されたローマⅡ規則の 31 条 1 項に，
同規則は「2項が適用される場合を除き，2021 年 1 月 1 日当日以降に生じた損
害が発生した事案に適用する」との規定が置かれ，2項に「英国の異なる法域
の法の間での紛争の場合，あるいは，連合王国の一つ以上の法域とジブラルタ
ルの法の間での紛争の場合には，2009 年 1 月 11 日当日以降に生じた損害が発
生した事案に適用する」との規定が置かれることとなった。その他，EU法と
してのローマⅡ規則からは 2つの実体的な規定が削除されている。一つ目は，





して（1条 4項），2019 年 EU離脱規則は，11 条によりこのMember Stateを
必要に応じて "relevant state"（関連国）ないし英国と置き換えている。そして，
28　"Law Applicable to Contractual Obligations and Non-Contractual Obligations 




























30　Damian Grave, Maura McIntosh and Gregg Rowan (eds), Class Actions in England 
and Wales (Sweet & Maxwell, 2018) p.99.
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委ねられるまでになった。それが，Homawoo v GMF Assurance SA 32 である。
本裁定で ECJは，ローマⅡ規則適用対象は，2009 年 1 月 11 日以後に発生す
る損害を引き起こした出来事に対して（only to events giving rise to damage 







とするものとして，Magnus/Mankowski/Ulrich Magnus, Rome II Regulation (2019), p.138.
32　[2011] EUECJ C-412/10.
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法 11 条と 12 条により準拠法が導かれることになる。11 条は，1項により，加
36　このほか，1984年外国出訴期限法1条，2条，4条についても，ローマⅡ規則が適用される
場合には，ローマⅡ規則が優先される。A.V. Dicey/J.H.C. Morris/L. Collins, The Conflict 
of Laws, Vol.1 (15 ed. Sweet & Maxwell 2012), pp.232.
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則 16 条は，明確に "the law of the forum"とし，法廷地法の絶対的強行法規
のみが考慮される，と規定する。英国での例としては，「1945 年寄与過失に関
する法改正法」（Law Reform（Contributory Negligence）Act 1945）が，こ
れに該当するとの評価を受けている 39。同法は寄与過失のケースの責任の分配





39　Magnus/Mankowski/Piotr Machnikowski, supra note 31, p.555.
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Reform（Personal Injuries）Act 1948）1 条 3 項が挙げられている 40。
そして，手続への性質決定と絶対的強行法規の棲み分けについて興味深いの





味深いのは，ローマⅡ規則 15 条 1 項 c号が賠償額の「算定」について準拠法
が規律するとしている点である。この点，英国では，国際私法（雑規定）法下
の貴族院の判例であるHarding v Wealands 43において the House of Lordsは，
損害賠償の算定は手続問題であるとしていた 44。この点，ローマⅡ規則の施行
40　Paul Torremans and James J. Fawcett(eds.), Cheshire, North & Fawcett Private 
International Law, 15th ed. Oxford University Press 2017, p.867.
41　リーディングケースとして，Caltex Singapore Pte Ltd and Ors v BP Shipping Ltd [1996]1 
Lloyd's Rep 286.
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45　[2011] 1 All ER 844.
46　Andrew Dickinsonの "conflict of laws.net"への2010年11月9日投稿参照。その要約を
記したものとして， Richard Garnett, Substance and Procedure in Private International 
Law, Oxford University Press 2011, p. 356.
47　英国におけるローマⅡ規則4条の適用判例を分析するものとして，C.S.A. Okoli, /E. 
Roberts. The operation of Article 4 of Rome II Regulation in English and Irish courts. 
Journal of Private International Law, Vol. 15(3) 2019, pp.605.
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（1）2019 年 EU離脱規則及び 2020 年 EU離脱規則による規定削除の影響
①地域的不統一法国に関する規定








たローマⅡ規則 31 条 2 項において，「この規則は，英国の異なる法域の法の間
での紛争の場合，あるいは，連合王国の一つ以上の法域とジブラルタルの法の
間での紛争の場合，2009 年 1 月 11 日当日以降（on or after 11 January 2009）
に生じた損害が発生した事案に適用する」との規定が新設されている。つまり，
国内法化されたローマⅡ規則が英国内の法域間の紛争処理にも用いられること
を前提としていることから，同規則 25 条 2 項は不要とされたものと解される。
②共同体知的財産権の侵害の準拠法
ローマⅡ規則 8条 2項については，国内法化時のその削除により共同体知的
48　See, Garnett, supra note 46, p.357; Dicey/Morris/Collins, supra note 36, p.225; 
Torremans and Fawcett(eds.), supra note 40, p.867.
49　"The Law Applicable to Non-Contractual Obligations (England and Wales and 
Northern Ireland) Regulations 2008"
50　"The Law Applicable to Non-Contractual Obligations (Scotland) Regulations 2008"
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体商標であっても 1 項の適用があり，問題となっている事項が EU共同体商
標規則にあればそれにより，ない場合には，2項により侵害地の国内法を準拠






51　See, Jürgen Basedow, Foundations of Private International Law in Intellectual 
Property, in Basedow/Kono/Metger(ed.), Intellectual Property in the Global Arena, Mohr 
Siebeck 2010, p.26; v. Hein/Drexl, Münchener Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch 
Bd. 12, 2018, IntImmGR Rn.134. 
52　Magnus/Mankowski/Axel Metzger, supra note 31, p. 315.
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則 14 条 3項の適用はなされないことになる。一方で，2019 年離脱規則により，
英国の視点からは，国内法化されたローマⅡ規則は英国裁判所では適用され続
けうることが保証されていることから，EU構成国でも英国でもない第三国の
法を当事者が合意した場合には，同規則 14 条 3 項の適用は，英国でのみ生じ
ることになる 53。
（3）今後の解釈一般
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とになろう。もっとも，2018 年 EU（離脱）法 7条に従うと，従前の ECJ判
例で示されたローマⅡ規則の解釈についても，最高裁は変更が可能としている
点，今後の判例の展開で，上記影響は変化していくともいえる。加えて，ECJ
55　See, Grave/McIntosh/Rowan(eds), supra note 30, p.99.
56　Grave/McIntosh/Rowan(eds), supra note 30, p.100.
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（本研究は JSPS 科研費 20K01308 の助成を受けたものである。）





58　"Convention of 2 July 2019 on the Recognition and Enforcement of Foreign Judgments 
in Civil or Commercial Matters"
59　See, Beaumont, supra note 17, pp.4.
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